
令和7年７月30日（水） 14:00 ～16:00
①鹿児島商工会議所ビル４階アイムホール（鹿児島市東千石町 1-38）
②オンライン（Zoomによる配信）

田中　健二 氏 株式会社 九州経済研究所
企画戦略部 執行役員管理部長

1983年（株）鹿児島銀行入行、2018年（株）九州経済研究所に転籍し取締役統括部長へ就任。2021年執行役
員企画戦略部管理部長へ就任し現在に至る。長年、地方自治体から地方創生に関する受託調査業務に従
事。また、銀行員時代の経験をもとに企業コンサルティング業務も担当。最近では、防災士、危機管理士（自
然災害）の資格を生かし、県内企業のBCP策定支援業務や普及活動に取り組んでいる。

　 東日本大震災の災害法務から学ぶ 2つの事例
　 BCP の概要と策定の必要性
　 想定される自然災害と南海トラフ地震
　 事業継続力強化計画の概要、策定手順、メリット
　  ※セミナー内容は、状況により変更する事があります

＜事業継続力強化計画セミナー（7/30）受講申込書＞　（FAX：099-227-1977）　　　月　　　日申込み

※オンラインを希望の方は必ずメールアドレスをご記入ください。前日までに「Zoom」の招待URL を送付致します。
※正社員（法人の役員、個人事業主や専従者、家族、パートやアルバイト、これらを除いた）の従業員数をご記入下さい。
※ご記入いただきました個人情報につきましては、本セミナーの運営及び今後のセミナー等の情報提供のみに利用します。

　近年の日本では、多発する自然災害や新型感染症の流行に加え、サイバー攻撃による個人情報の漏洩など様々な経営
リスクが増加しており、事業継続が突然困難となる事態も頻発しています。
　このような環境のなか、事業継続の危機に直面した際の経営力の強靭化を図るためには、「事業継続力強化計画」策定
も重要な対応策となっています。同計画の認定を受けた企業は、税制措置や金融支援、補助金の加点などの措置も受け
られる制度です。
　本セミナーでは、計画策定作成のポイントや必要性などについて分かりやすく解説します。
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【事業継続力強化計画策定のメリット】
● 税制措置・金融支援・補助金加点・損害保険料の割引等の優遇措置がある。
● 災害への意識が高まり、防災・減災につながる。
● 人員体制の整備や設備投資、事業の見直し等を行うことで企業価値の向上につながる。
● 事業継続力強化計画を土台として、BCP（事業継続計画）への取組につながる。

【申込・お問合せ先】
鹿児島商工会議所　経営支援二課　TEL 099-225-9534　FAX 099-227-1977　E-mail:shien2@space.ocn.ne.jp
下記申込書をご記入の上、FAXまたはメールにてお申し込みください。
なお、鹿児島商工会議所ホームページからのお申し込みもできます。
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自然災害や感染症・サイバー攻撃に備えよう！

BCPはじめの一歩！
事業継続力強化計画セミナー


